
【配布資料①】 

平成 28 年 7 月 22 日 

ITC 東京コンソーシアム 

平成 27 年度研修プロジェクト活動報告書 

１．実施内容 

No. 
日時 場所 テーマ＆講師 

参加 

者数 

１ 2015 年 

6 月 12 日(金)  

18：30～21：30 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『平成 27 年度 IT コーディネータ協会の

展望について』 

■ 講師: IT コーディネータ協会事務局 

事業促進部 山川元博 氏 

12 名 

２ 2015 年 

7 月 10 日（金） 

18:00～21:00 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『ＩＴコーディネータのこれから ～専門を

持とう～』 

■ 講師打矢 隆司 （うちや たかし） 氏 

  株式会社筑波総合研究所 代表取締役 

14 名 

３ 2015 年 

9 月 18 日（金） 

18:00～21:00 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『国の中小企業・小規模事業者海外展開

支援策と最新事例報告』 

■ 講師 小野瀬 由一 氏 

12 名 

４ 2015 年 

11 月 26 日（木） 

18:00～21:00 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『中小企業・小規模事業支援と活性化  

～ＩＴ活用と人材育成事例～』 

■ 講師：高島利尚氏 

 （中小企業診断士・ＩＴコーディネータ） ＴＭＩ 主宰 

18 名 

５ 2016 年 

1 月 15 日（金） 

18:00～21:00 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『IT 診断システムを活用した経営視点の

人財採用、育成』 

■ 講師：斉藤 実 氏 
（株）ネクストエデュケーションシンク代表取締役社長 

18 名 

６ 2016 年 

2 月 26 日（金） 

18:00～21:00 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『将来を見据えた電力全面自由化対応 

   ～広告に惑わされない選択とは～』 

■ 講師：堂地 博 氏  
 NTT ファシリティーズ 事業開発部 課長 

21 名 

７ 2016 年 

3 月 25 日（金） 

18:00～21:00 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『グローバル市場における IT ビジネス経

験知と新会社による展開』 

■ 講師：貞金 佳尚氏  
（株）ZEM インターナショナル代表取締役 

13 名 

                   参加者数 108 名 

 

２．マルチポイント                            

 知識ポイント換算で合計 10.50 ポイント分を実施した。 



年度 17年度 18年度 19年度 20年度 2１年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
開催数 7 8 7 8 7 6 7 7 7 7 7
ポイント 4.813 6.25 5.25 6.00 5.25 4.50 5.25 5.25 10.5 10.5 10.5
参加数 183 217 168 214 231 152 168 158 134 109 108

平均参加数 26.1 27.1 24.0 26.8 33.0 25.3 24.0 22.6 19.1 15.6 15.4
会員数 43 39 40 38 37 36 32 33 31 21 22

 

 ■ IT コーディネータ後援セミナー：7回、18時間、10.50 ポイント（上限なし） 

 

  平成27年度は、ITコーディネート協会の知識ポイント緩和政策により7回の開催において10.5

ポイントのポイントを得ることができた。 

 

■ ＩＴＣの届出組織が主催する、公開を前提として組織長が承認した研修・セミナーを２時間

１ポイントに換算をアップし、上限を撤廃（3年目） 

■ 平成 28年度より、知識ポイントが 1年間に 10ポイントを必要とすることになった。 

 

また、各会場の平均受講者数が 15.4 人と昨年 15.6 人とほぼ同じ参加人数となった。会員数、

研修会参加数が昨年と同様で低め安定となった。 

 

平成 27 年度は、講師料が増加したことと、会員数の減収、非会員の参加数の減少により翌年の

繰越金が減少した。しかし、講師費用のバランスを取りながら講師選択を実施していくことによ

り予算的にも研修活動の安定的な運営は可能といえる。 

 

  以上 


